








パーの指揮の下でGHQへの返信案を策定し59、 2 月 5 日付でGHQへ返信が送られてDRB派遣に
賛成することが伝えられた60。その返信では、GHQからの電信が陸軍省に「最も好意的に受け取



















60  CSCAD ECON to CINCFE, WCL-28306, 6 February 1948, ESS(D)12994; CSCAD ECON to CINCFE, WCL-
28306, 5 February 1946, ESS(D)12984.
61 Royall to Roy Stuart Campbell, WCL-33630, 25 February 1948, ESS(D)12983.
62  フレイルは1948年 1 月末から 2 月初頭より、 3 月初頭までの約 1 か月間、米国に出張していたと見られ
る。 3 月初頭に日本へ戻ったと推測される根拠として次の資料の 9 項を参照。Freile to Draper, “Report of 





ち、彼は、GHQからの 1月26日付電信の第 3部の 4項には「DRBは連合国軍最高司令官（SCAP）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
へ見解を伝える」（the Deconcentration Review Board states its findings to SCAP
0 0 0 0
）（傍点は引用者）と
記されているけれども64、「集中排除の目的にとってESSのマーカット将軍が連合国軍最高司令
0 0 0 0 0 0 0 0
官（SCAP）
0 0 0 0 0 0 0
である」（for deconcentration purposes General Marquat of ESS Section is SCAP
0 0 0 0
）（傍点
は引用者）と説明した上で65、ESS局長マーカットが「重要なもしくは議論を呼ぶような事案」
（important or controversial case）については「その事案を個人的に［じきじきに］マッカーサー将












64  ただし 1月26日付電信の該当する部分の原文では「連合国軍最高司令官」として「SCAP」という略称で










うに思われる個所がある。すなわち該当部分と同じ第 3 部の他の個所（ 2 項）の中では「SCAP」が使用
されていて（これはGHQの意味と解釈される）、正式名との使い分けがされているように見える。以上か
らこのようなフレイルの説明は本来、不自然な解釈と言わざるをえないものである。
66  なお 2 月 5 日付の陸軍省電信に記されたDRBが直接マッカーサーへ勧告を提出できるという記述を見た
ESSは後述する 2月18日付電信の中でDRBは「最高司令官」（the Supreme Commander）へはESS局長を通
して勧告することができるとわざわざ明記した。これは将来、DRB委員がESS局長と働く際に生じる誤
解を避けるためにDRB委員に渡される職務明細書にその旨を記してもらうことを企図したものであった。
SCAP to Dept to Army, for CSCAD PT, Z-39070, 18 February 1948, AG(D)01100. およびこの電信の記録用覚書
も参照。Memo for Record, 13 February 1948, AG(D)01100.
67  1948年 1 月から 3 月頃の米国政府においてマッカーサーは集排政策の促進に熱心であると理解されてい
































を決め、 2 月13日付でVIPの特権（V. I. P. privileges）を与えることを陸軍省民事局へ伝えた74。
そしてこの中でDRB委員は、選任後に家族の移動の申請があれば申請受理後90日以内に来日で
68 Memorandum, 13 February 1948, ESS(D)12984. 出席者については注81を参照。
69 三和前掲書、p. 517。
70  例えばジョンストン委員会は 4 月 2 日にGHQと集排政策に関する会合を持っている。同上書、pp. 519-
520。ここでドレイパーとマーカットは同席している。Herbert H. Scheier, “Brief History of the Reorganization 
Branch of the Antitrust and Cartels Division (Now Fair Trade Practices Division), Economic and Scientific Section, 
GHQ-SCAP,” October 1949, ESS(E)14043, pp. 45-46.
71 三和前掲書、p. 520；大畑前掲論文、pp. 50-52。
72 注59で挙げた資料、Memorandum for Recordを参照。
73 DA (CSCAD PT) to CINCFE, WCL-28431, 6 February 1948, AG(D)01101.
74  SCAP to Dept to Army, for CSCAD PT, Z-38666, 13 February 1948, AG(D)01100. およびこの電信の記録用覚書





























77 CINCFE to Dept of Army, Z-39788, 24 February 1948, AG(D)01100.
78  CSCAD to CINCFE, WCL-36471, 9 March 1948, AG(D)01100. ただしフレイルによって作成されたか否かは
不明である。
79  CSCAD to SCAP, WAR-95334, 4 February 1948, ESS(D)12984. 当該電信によると、ヒルシュは大企業に参
画する弁護士としてよく知られていたし広範囲にわたる経験があった。またその人脈が期待されたの
か、「他の委員の採用について助けてくれるだろうとここでは［陸軍省では］考えられてい」た。なお当
該電信が陸軍省によって 1 月26日付電信に対する 2 月 5 日付の返信よりも 1 日早く送られたことは、単
なる手違いかもしれないが、陸軍省が一刻も早く、DRB派遣に賛成である旨をGHQへ伝えようとして




81  Ibid. ドレイパー、フレイル、米国出張中のESS局長経済顧問（Economic Advisor）のS・ファイン
（Sherwood M. Fine）の他に陸軍省官僚と見られる 3人が出席した。ファインの職位については次を参照。
Greater Tokyo Area Forces Telephone Directory, October‐December 1947, TEL-4／憲政 6．
－ 67 －
て1947年に 2 度に渡って来日したことのあるC・ストライク（Clifford S. Strike）から推薦された
人物が 2 名、紹介された82。 1 人は、K・シュレーブ（Kerl Owen Shreve）で、GE副社長で全米




長を依頼することが決められた。さらに 2 月 4 日にドレイパーに提出されていたDRB委員のリ
ストに基づいて議論が行われ83、GHQ側が断る可能性についても検討が加えられた。
　この会合では陸軍省が 1年前と比較して高い資質を有する人材を得ることが困難になっている




　陸軍省民事局は 2 月17日付でGHQへ電信を送り84、シュレーブとキャンベルの 2 名、および
以下の 7 名を挙げてDRB委員長もしくは委員として受け入れ可能か否かを尋ねた。 7 名とは、
投資銀行家で先の商務次官のW・テイラー（Wayne C. Taylor）、全米商工会議所理事で公職に
も就いたM・フォルソム（Marion B. Folsom）、実業家で公職にも就いたH・ウェンデル・エン
ディコット（H. H. Wendell Endicott）、諸企業の監査役や副社長のL・ボールウェア（Lemuel R. 
Boulware）、投資銀行家で公職にも就いたF・エバーシュタット（Ferdinand Eberstadt）、元企業経










83  このリストは後述する 2 月17日付電信で挙げられる人名と経歴がほぼ網羅された次の資料のことであ
ろ う。”Candidates for Chairman the Deconcentration Review Board SCAP‒Tokyo,” ESS(D)12984. フ レ イ ル
が所持した集排政策に関する文書のファイルが収録されていると見られるマイクロ・フィッシュには
（ESS(D)12984）、他にも人名リストや各自の経歴が記されたいくつかの文書が収められている。





議論したフレイル氏によって承認された。」Memo for Record, 〔日付不明〕、ESS(D)12984.





























86  SCAP to Dept of Army, for CSCAD PT, C-58810, 24 February 1948, AG(D)01100. ショーンバーガー前掲書、p. 
221も参照。
87  この電信に対して 2 月26日付で陸軍省民事局は返信を送り、前回の電信が委員長候補の例を示したも
のに過ぎない旨を送って釈明するとともに未だ人選中であることを伝えている。CSCAD PT to SCAP, 
W-96644, 27 February 1948, AG(D)01100; Major T. B. Jones, 26 February 1948, ESS(D)12983. 後者の資料は
W-96644の原案であり、その下部にフレイルがこの電信案の草案を作成したことが記されている。
88 Mr. Freile, Maj. T. B. Jones, Memo for Record, ESS(D)12983.
89 Memo for Record, ESS(D)12983. 上注の資料のすぐ隣りに収録された資料。
90 Royall to Campbell, WCL-33630, op. cit.
91 Freile to Draper, “Report of telephone conversation with Mr. Roy Stuart Campbell at Geneva, Switzerland,” op. cit.
92  この時点ではドレイパー周辺でDRB委員長としてW・テイラーが有力候補であった。テイラーへDRB委
員長に就いてくれるよう依頼中であることを、この日フレイルはキャンベルに伝えている。注98を参照。




94 Freile to the Undersecretary of the Army, “Roy Stuart Campbell,” 2 March 1948, ESS(D)12983.
－ 69 －




























96 Freile to Marquat, “Radio W-98275, Attached.,” 26 March 1948, ESS(D)12983.
97  Ibid.;SCAD PT to SCAP, W-98275, 25 March 1948, ESS(D)12983. この 3月25日付電信にはフレイルが出張中
に彼と面談した結果、「適切である」（suitable）と判断したことが記されている。バーガーはオハイオ州
の公益事業会社や銀行の副社長を務めていた。
98  DA to SCAP, W-97195, 6 March 1948, AG(D)01100. フレイルもウッドサイドに同意していることが記されて
いる。またW・テイラーがDRB委員長就任について考慮してくれていることも記されている。
99 SCAP to Dept of Army, C-59143, 10 March 1948, AG(D)01100.
100  その後 3 月11日付でマッカーサーが受け取ったドレイパーからの電信によれば、W・テイラーがDRB委
員長就任を断ったことが知らされ、M・フォルソムとウェンデル・エンディコットへの依頼が行われてい
ることも伝えられている。State Dept (Draper) to SCAP (Personal to MacArthur), WAR-97377, 11 March 1948, 
AG(D)01100.
101  CSCAD PT to SCAP, W-98275, op. cit. M・フォルソムとウェンデル・エンディコットにはDRB委員就任を
断られたことも伝えられた。





















上層部の関与の視角から－（1）」のp. 31の1948年 1 月26日付電信の第 6 部の 1 項の第 1 文の
翻訳は、次のように修正する：「 1．特別に選抜され、政策形成レベルにおいて傑出した 5 名
103  ESSは 3 月27日付で陸軍省に電信を送り、 4 月 7 日まで返信を遅らせる可能性を伝えた。それは朝鮮半
島に出張したドレイパーからの要請で彼の再来日まで、 3 月25日付電信に関するGHQの返事は保留され
ることとなったためであった。その電信の本文下部に記された経緯説明も参照。SCAP to Dept of Army, 
C-59547, 27 March 1948, ESS(D)12983. ドレイパーは 3月27日から朝鮮半島へ出掛け 3月30日に再来日し、
4月 2 日に米国へ帰ったと見られる。Memo for Record, 29 March 1948, ESS(D)12983；原前掲書（『昭和財
政史』第 1巻）、pp. 408-409。
104 Freile to Marquat, “Radio W-98275, Attached.,” op. cit.
105  Ibid. フレイルはおそらくこの時期米国のクラークと電話で話したのであろう。また別の資料にはド
レイパーもフレイルとともにクラークと話したことが記されている。Memo for Record, 29 March 1948, 
ESS(D)12983.
106  Memo for Record, 30 March 1948, AG(D)01100. 作成者を示す右上のイニシャルは「WFM」しかなく、マー
カットが自ら作成した可能性が高い。また 4月 1日付でGHQ参謀長が電信案に承認を示している。SCAP 
to Dept of Army, for CSCAD FT, C-59651, 2 April 1948, AG(D)01100.
107  1948年 2 月から 4 月初頭にかけての陸軍省に対するESSによるDRB委員選任に関係する一連の電信の
作成は、マーカット、コーヘン、フレイル、ESS上席行政官（Executive Officer）M・ハルフ（Mayer H. 
Halff）といったESS上層部によって行われた。これは、一連の電信とそれらのための記録用覚書の作成
者を示す、それら文書右上に記されているイニシャルから確認できる。ハルフの職位については次を参
照。Greater Tokyo Area Forces Telephone Directory, October‐December 1947, TEL-4／憲政 6．これらから窺
い知れることはESS反トラスト課はDRB委員選任に関与しなかったということである。
108  SCAP to Dept of Army, for CSCAD FT, C-59651, op. cit. またこの電信では「善意（good will）の指摘」とし
て扶養家族を連れてくることを希望するDRB委員はただちに申請するよう提案されている。Memo for 
Record, 30 March 1948, op. cit.
－ 71 －
の個人のグループが、DRB委員として連合国軍最高司令官の下で日本での任務に就くために
米国において採用されるよう要請する。」
